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○ 関東経済産業局は、経済産業省の地⽅ブロック機関で
あり、広域関東圏 （１都１０県＝茨城県、栃⽊県、
群⾺県、埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟
県、⼭梨県、⻑野県、静岡県）を⾏政区域としていま
す。

○ 当局では、この地域で活躍されている企業、消費者、⼤
学、⾃治体、関係機関等の皆様に対して、中⼩企業
対策、新規創業の促進、技術開発⽀援、環境・リサイ
クル対策、エネルギー対策、消費者相談等、様々な経
済産業政策の実施に取り組んでいます。
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【所在地】
〒330-9715
埼⽟県さいたま市中央区新都⼼１－１
https://www.kanto.meti.go.jp/

関東経済産業局



次世代産業課 ヘルスケア産業チームの取組概要

超⾼齢社会下におけるヘルスケア分野の様々な地域課題と、ベンチャー等による斬新なデジタ
ル技術を結びつけることにより、【地域課題の解決】と【ヘルスケア産業の振興】の両⽴をはかる。
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次世代産業課

連
携

関東信越厚⽣局との覚書締結

平成31年4⽉17⽇に、「超⾼齢社会に向けた関東信越厚⽣局と
関東経済産業局の連携強化に関する覚書」を締結。

両局が連携して、地域包括ケアシステムの構築に
向けて課題を有する⾃治体・介護事業者等と
ソリューションを有する⺠間企業等との連携推進に
向けた取り組みを強化。



関東信越厚⽣局と関東経済産業局の連携について（平成31年4⽉17⽇覚書締結）

 関東信越厚⽣局と関東経済産業局は、それぞれが有する機能やネットワークを活⽤し、
連携を強化することにより、地域包括ケアシステムの構築に向けて、管内における地域社
会の課題解決や地域経済の活性化をはかる。

 両局は、それぞれが所管する関係施策や好事例の情報等を提供するとともに、地域包
括ケアシステムの構築に向けて課題を有する地⽅⾃治体・介護事業者等とソリューション
を有する⺠間企業等との連携推進に取り組む。

管轄地域︓茨城県、栃⽊県、群⾺県、
埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、⼭梨県、⻑野県

地域包括ケアの推進に関して課
題・ニーズを有する地⽅⾃治体等を
両局の職員で訪問し、⽀援ニーズを
把握するとともに、必要な⽀援施策
等を提供。

⇒まずは意⾒交換しませんか︖
（オンライン可。お気軽に︕）

地⽅⾃治体

介護事業者等 ⺠間企業

地域住⺠ ⽀援機関・専⾨家

地域包括ケアシステムの構築に向けて
課題を抱える⾃治体・介護事業者等に
対し、介護サービス等の⾼度化・⽣産
性の向上に資する新たな製品・サービス
を持つヘルスケア関連ベンチャー等との
マッチングイベントを開催。

地⽅⾃治体と⺠間企業との
ネットワーキング

管轄地域︓茨城県、栃⽊県、群⾺県、
埼⽟県、千葉県、東京都、神奈川県、
新潟県、⼭梨県、⻑野県、静岡県

キャラバン隊の結成

主な連携事業
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 ⾼齢化、交通インフラ弱体化が進むなか、要介護等の⾼齢者の⽣活⽀援は喫緊の地域課題。

 「福祉Mover」は、街中を⾛りまわるデイサービスの送迎福祉⾞両の空席と、移動したいが⾃家⽤⾞が使えない
⾼齢者等を、リアルタイムでマッチングする ＡＩ配⾞計画プラットフォーム。

 デジタルテクノロジーとシェアリングエコノミーを活⽤し、⾏政コストを抑えつつ、好きな時間に、⾏きたい場所へ、ド
アtoドアで外出可能な、⾼齢者向けの新たな地域交通インフラが実現。

 籠もりがちな⾼齢者の社会参加促進により、ＱＯＬ向上、介護・重症化予防、地域経済活性化に期待。

阿賀野（新潟県）

前橋、⾼崎
太⽥（群⾺県）

⾜利（栃⽊県）

事業スキーム
【開発・運営】

（⼀社）ソーシャルアクション機構
（群⾺県⾼崎市）

・介護事業を営む(株)エムダブル
エス⽇⾼が⺟体。

【実証エリア】

⇒ 群⾺県、栃⽊県、新潟県内5地域にて、実証事業を実施。
（令和2年度「地域・企業共⽣型ビジネス導⼊・創業促進事業」を活⽤）
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事例（⾼齢の交通弱者の移動⽀援「福祉Mover」）

令和元年度に
案件組成を
⽀援



事例（モビリティ活⽤）
電動⾞いす

郊外型集合住宅団地における
電動⾞いすの活⽤

調布市
（東京都）

調布市 多摩川住宅にて実証実験を実施
（ R2 「電動⾞いす等安全対策・普及推進事業」を活⽤）

 「多様な世代による魅⼒ある街」への再⽣を⽬指す調布市の多摩川住宅では、
⾼齢者の安全な移動⼿段の確保が求められている。

地域の⾼齢者に電動⾞いすを3週間貸与し、電動⾞いすの利⽤が⾼齢者の
活動に与える影響や、地域で活⽤する上での課題等を把握するとともに、安全
な活⽤⽅法の普及に向けて周知を実施。

「電動さんぽマップ」
⾛⾏に当たって注意が必要な箇所や、各施設において電動⾞いすを⼀
時的に駐⾞できる場所について記載

AssistMotion（株）

観光地における
装着型歩⾏アシストロボットの活⽤
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⾼齢者や⾜腰が不安にある⼈が、階段や⻑距離の歩⾏を伴う観光を、⾃⾝の
⾜で楽しめるよう、信州⼤学発ベンチャー企業AssistMotionの装着型歩⾏ア
シストロボット「curara」を⽤いて実証。

 「ヨコハマトリエンナーレ2020」におけるアート鑑賞や、神奈川・⼤⼭詣参道の
400段超の⻑い階段、⻑野・上⾼地にて実証実験を実施。

電動車いす等安全対策・普及
推進事業シンポジウム

3/15(⽉)13:30~@オンライン
（締切申込は11(⽊)17:00）



経済産業省
関東経済産業局 地域経済部

次世代産業課 ヘルスケア産業チーム

電話︓０４８－６００－０３４２
Mail︓KH-lab@meti.go.jp
（参考）

関東経済産業局 ウェブサイト 「ヘルスケア産業の振興」ページ︓
https://www.kanto.meti.go.jp/seisaku/iryokiki/healthcare/index.html

経済産業省（本省）ウェブサイト ヘルスケア産業ページ︓
http://www.meti.go.jp/policy/mono_info_service/healthcare/index.html

本資料についてのお問合せ
（キャラバン隊についてもこちらから）
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経済産業省、管内自治
体におけるマッチングイ
ベント、補助金等の施策
情報をお届けする
「KH‐Labメールマガジン」
の配信登録もこちらから

局ウェブサイトURL


